　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	公共用地境界確認申請に係る提出書類作成の　　手引き


平成２７年９月１７日改定
日野市役所まちづくり部道路課
○申請の当事者
1 　市の道路・水路用地に線で接してくる土地所有者
2 　申請地の土地所有者が法人の場合は処分権限を有する代表者（法人が解散又は倒産した場合は、その精算人又は管財人）
また、官公署及び特殊法人にあっては、法令、定款等又は寄付行為で定められている者が申出者となります
3 　申請する土地が信託財産登記されている場合は、原則として委託者及び受託者
ただし、受益者が設定されている場合は、受託者及び受益者の両者で申出をしてください。
なお、信託原簿に特別な定めがある場合はその内容に従った申請をしてください。
いずれの場合も信託原簿を添付してください。
4 共有地の場合は共有者全員
共有者が多数で申請書に記入しきれない場合は「共有者用別添用紙」（別紙）を申出書に添付し、申請者全員で記名・押印・契印してください（申請書には共有者○○名、別紙の通りと記載してください）。
また、区分所有建物の敷地の場合で、管理組合の規約等に基づいた総会等により代表者を決定し、その代表者で申請することも可能です（その場合は「規約の写し」と「総会議事録」を添付してください）。
5 土地所有者が死亡している場合は法定相続人全員
この場合は「相続関係説明図」（別紙）を添付のうえ、法定相続人全員で申請してください。また、その確認のため、被相続人から始まる戸籍謄本、本籍記載の住民票、分割協議書等の原本及び写しを提出してください（原本は確認の後、お返しします。）
また、遺言公正証書、裁判所の審判・調停調書等がある場合は、権利関係を証する書面（写し）を添付（原本は確認の後、お返しします）のうえ、定められた権利者で申請してください。なお、この場合は相続関係説明図・戸籍謄本等の関係書類の提出は不要です。
6 土地所有者が未成年の場合は親権を証する書面、成年後見人等を必要とする場合は法定代理人であることを証する書面を添付して、親権者又は成年後見人等の氏名を土地所有者名に併記し、押印して申請してください。
7 土地の「登記事項証明書（土地）又は登記簿謄本（抄本）」（以下「登記事項証明書等」と呼ぶ）に「差押」または「裁判所競売開始決定」の記載がある場合は、債権者又は申立人の「同意書」（別紙）を添付して申請してください。
8 宗教法人の申出においては、申出地の現況若しくは登記事項証明書等上の地目が「境
内地」若しくは「墓地」となっている場合は、宗教法人法第２３条に基づくそれぞれの宗教法人の規則が定める者から申請してください。
なお、規則に別段の定めのない場合は責任役員の議決により定めた者で申請して　ください（その場合は「責任役員議事録」を添付してください）。
9 申請地の権利関係が複雑な場合は、申請者としての当事者能力を有することを確認できる書面の写しを添付してください。（例：破産管財人証明、その他裁判所の審判・判決・和解調書等）
10 その他、上記に方法で難しい場合は事前にご相談ください。
○代理人による立会
現地立会に関する権限について、委任を受けた代理人は地権者に代わって立会を行うことができます。
　その場合は、「委任状」（別紙）を提出してください。
○実務取扱者
申請者は、土地家屋調査士・測量士・測量士補に、境界確定に必要な実務を申請者に代わって行わせることができます。

○申請書及び添付書類
（１）申請書
　　　【土地所有者】
　　　　印鑑証明書記載の住所・氏名・電話番号を自署し、実印を押印してください。法人の場合は正式な肩書を記載してください。共有者・相続等で申請者が多数になる場合は表紙に「別紙の通り」と記載し、「共有者用別添用紙」（別紙）に所有者全員の住所・氏名、電話番号を記載し、各自、実印を押印してください。また表紙と別紙は全員の実印で契印してください。
　　　【土地の所在・地番】
　　　　申請地が複数ある場合は日野市○○町○○丁目○○番他と記載してください。
　　　【実務取扱者】
　　　　土地家屋調査士（測量士）が記載する場合は、住所・「土地家屋調査士（測量士）・氏名」、電話番号、担当者を記載し、職印（社印）を押印してください。法人の場合、住所・「代表者肩書・代表者名」、電話番号、担当者を記載し、登録印（実印）を押印してください。
　　　【公共用地の種別】
　　　公共用地の種別をチェックしてください。また市道については路線名称及び認定幅員を記載してください。名称・幅員についてはホームページからも参照できます。

　　　【申出理由】
　　　登記関係（分筆・地籍更生等）、売買、建築確認、開発、物納など具体的な理由を記載してください。

（2） 印鑑証明書
1 印鑑証明書は、発行日から3か月以内のものを添付してください。
2 申請が法人の場合は、代表者事項証明書、資格証明書、商業登記簿抄本のいずれ
か添付してください（発行日から3か月以内のもの）

　※原本還付はいたしません。

（3） 登記事項証明書等
1 申請地の登記事項証明書等（発行日から3か月以内のもの）の「原本」又は「原本を複写したもの」を添付してください。（複写した場合は、文言として“原本を複写したものに相違ありません“と記載し、調査者の記名・押印をしてください）
2 登記事項証明書と印鑑証明書の記載されている住所が異なる場合は、住所移転の経緯が証明できる公的証明書（住民票、戸籍の附票、商業登記簿抄本、地番変更証明書等の写し）を添付してください。
なお、住所移転の経緯が公的に証明できない場合は、土地の「権利証」の写し
を提出願います。
なお、上記の登記事項証明書等の原本は確認後、必要に応じてお返しすることが可能です。（その場合は原本のコピーも併せて提出してください）。

※登記情報提供サービスにより取得したものは、法務局の認証がないため受付できません。

（４）土地所有者調書
登記事項証明書等又は閉鎖登記簿の記載事項により向う三軒両隣（①申出地②その両隣の土地③公共地を挟んで対岸側の土地）及び申請地に隣接する市有地（道路・水路）について必要項目を調査し、「土地所有者調書」（別紙）に記入してください。
申請地に隣接する有地番の市有地（道路・水路）については、登記原因・登記年月日を摘要欄に記載してください。
　　　　成年後見人の場合は被後見人と後見人を、相続があった場合は被相続人と相続人を併記してください。また、調査年月日及び作成者を記載し、押印してください。

（５）地図（公図）の写し
法務局の公図（発行日から3か月以内のもの）の「原本」又は「原本を複写したもの」を添付してください。（複写した場合は、文言として“原本を複写したものに相違ありません“と記載し、調査者の記名・押印をしてください）
ただし、公図の境となる場所が申請地の場合は新たに合わせた公図の写しを作成してください。またその際は、完全に接合せずに対照できるようにし、方位・縮尺・複写年月日・作成者氏名を記入のうえ押印をしてください。
いずれの場合も土地所有者調書に記載した土地の地番に所有者名を併記し、近接している確定図番号と着色をお願いします。

※登記情報提供サービスにより取得したものは、法務局の認証がないため受付できません。
（６）現況実測平面図兼検討図
　現況実測平面図兼検討図は、現地の形状が明確に把握できるよう道路・水路等の構造物及び境界標（民石等も含む）・建物・垣根等を明記した実測図（実測年月日・作成者の氏名及び資格登録番号・方位・土地の地番を記入のうえ作成者が押印したもの）としてください。
　現況実測幅員は申請時に明記し、申請箇所及び近隣の確定図がある場合はその境界点をそれぞれわかりやすいように着色してください。
　　　また線形を打ち合わせする際の資料になりますので、線形（案）を記入し、現況の道路構造物（側溝等）とどのくらい差異がでるかわかるように詳細図で示して下さい。また見やすいように線形等の着色をお願いします。

（７）案内図
　　　近隣の公共交通機関（駅・バス停等）又は公共施設（官公署等）と申請地の位置関係がわかるような案内図（1500分の1程度）を添付してください。また申請地は着色してください。

（８）提出書類チェックリスト
　　　お預かりした申請書及び添付書類は「提出書類チェックリスト」（別紙）により内容を確認しますので確認欄をチェックし調査者名と押印のうえ、ご提出ください。

（９）地積測量図・境界確定図等
市有地及び向う三軒両隣の地籍測量図を添付してください。
法務局に保管がない場合は必要に応じて（他に線形の根拠となる資料がない場合等）、資産税課（市役所１階）で地積測量図を入手してください。その際は登記（分筆・地積更正・表示等）の受付・原因年月日を特定した状態でご来庁願います。
また、隣接で境界確定がされていれば、境界確定図の写しも添付してください。

○受理後の事務手続き
　（１）線形の打合せ
　　　現況実測平面図兼検討図を基に打ち合わせを行い、予定する線形と立会日（線形打合せから１４日目以降）を決めます。
その後、当課が「立会通知書」を立会者に送付いたしますが、立会日と趣旨を速やかに事前説明しておいてください。
また（２）現地調査前までに仮境界線（仮境界点）の表示を確認しやすい着色で明示してください。

（２）現地調査
　　　必要に応じて現地調査を実施しますので予めご承知おきください。

　（３）現地の立会・協議
　　　立会を行う前に仮境界線（仮境界点）を確認しますので、立会を行う１０分前に現地にて担当者への説明をお願いします。

　（４）境界成立に伴う事務処理
　　　土地境界図［「土地境界図作成上の注意事項」（別紙）及び「土地境界図作成例」（別紙）を参照］を提出してください。
　　　土地境界図には、申請者及び関係土地所有者の記名・押印をしてください。
　　　土地境界図への記名については自署で、押印について申請者は実印、関係土地所有者には実印又は認印（インキ浸透印は除く）でお願いします。

　（５）関係書類の提出について
　　　承諾・記名・押印が得られ、関係書類が整った場合次の書類を提出してください。
1 土地境界図（原図）・・・・１部
2 土地境界図（複写図）・・・申請者を含む立会人＋１部
3 ①の縮小版（Ａ３）・・・・１部

　（６）境界標支給・設置・報告
　　　「境界標支給願い兼受領書」と資料を添付のうえ、境界標の支給を申請してください。
設置後は速やかに①測量を実施し境界確定図と相違ないこと②境界標は現地の土地の利用状況に合わせて施工したことを確認し「境界標設置完了報告書」に写真を添付して、提出してください。書式はホームページにも掲載してありますのでご参照ください。

　（７）土地境界確定通知書の交付
　　　「土地境界確定通知書」は、受付台帳に受領の記名若しくは押印をもって交付します。また、土地所有者への通知書は重要な書類ですので手渡し等の適切な方法でお願いします。

○協議不能の措置
1 線形を調整した日から、３か月を経過しても現地の立会を行うことができない場合は取り下げられたものとみなして、申請書を返戻します。
2 立会・協議を完了した日から、２か月以内に土地境界図の提出がないときは、取り下げられたものとみなして申請書を返戻します。
3 申請受理後に次に該当することが判明した場合、協議不能として申請書を返戻します。
A　申請者に当事者適格がないと判明した場合
B　土地の所有権等について係争が判明した場合
C　当課に境界確定の権限がないと判明した場合

○協議不調の措置
　立会いをした結果、合意に達しない場合には、協議不調として申請書を返戻します。
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